
（平成２４年６月１３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 11 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 7 件

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



北海道国民年金 事案 2246 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和45年１月から同年３月までの期間及び59年１月から同年３月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められること

から、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45年１月から同年３月まで 

② 昭和 59年１月から同年３月まで 

私は、申立期間①の国民年金保険料について、夫自身の保険料と一緒に３

か月ごとに夫に納付してもらっていたと記憶している。 

申立期間②の国民年金保険料についても同様に夫が納付しており、これま

で申立期間①及び②の保険料が未納であるとの指摘を受けたことは一度も

無かった。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②は共に３か月と短期間であり、申立人は、それぞれの期間

の前後の期間について国民年金保険料が納付済みとなっている。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の同手帳記号番号の被保

険者状況調査により、昭和 44 年５月頃に払い出されたものと推認できるとこ

ろ、申立人は、当該払出時点から 60歳到達までの国民年金加入期間について、

申立期間以外の国民年金保険料が全て納付済みとなっており、申立人の保険料

を納付していたとする申立人の夫の保険料に対する納付意識は高かったもの

と認められる。 

さらに、オンライン記録により、申立期間①の直前の昭和 44年 10月から同

年 12月までの期間について、平成 21年５月 14日付けで未納から納付済みに

記録訂正されていることが確認できるなど、行政における記録の管理が適切に

行われていなかった状況が見受けられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 2247 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和45年１月から同年３月までの期間及び59年１月から同年３月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められること

から、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45年１月から同年３月まで 

② 昭和 59年１月から同年３月まで 

私は、申立期間①当時、夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に３か月ごと

に納付していた。 

その頃、Ａ市役所は建物が工事中であったため、仮事務所となっていた同

市役所筋向かいの公会堂で保険料を納付していた。 

申立期間②の国民年金保険料についてもＢ市役所で納付しており、これま

で申立期間①及び②の保険料が未納であるとの指摘を受けたことは一度も

無かった。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②は共に３か月と短期間であり、申立人は、それぞれの期間

の前後の期間について国民年金保険料を納付済みである。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の同手帳記号番号の被保

険者状況調査により、昭和 44 年５月頃に払い出されたものと推認できるとこ

ろ、申立人は、当該払出時点から 60歳到達までの国民年金加入期間について、

申立期間以外の国民年金保険料を全て納付済みであり、申立人の保険料に対す

る納付意識は高かったものと認められる。 

さらに、申立人は、夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納付していたとし

ているところ、オンライン記録、Ｂ市及びＣ町（現在は、Ｄ市）の国民年金被

保険者名簿により、一部期間を除き同一日に夫婦の保険料を納付していること

が確認できる上、オンライン記録により、申立人の妻について申立期間①直前



の昭和 44年 10月から同年 12月までの期間について、平成 21年５月 14日付

けで未納から納付済みに記録訂正されていることが確認できるなど、行政にお

ける記録の管理が適切に行われていなかった状況が見受けられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。 

 



北海道国民年金 事案 2248 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 49年２月及び 57年４月から 58 年３月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められることか

ら、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 49年２月 

② 昭和 55年３月 

③ 昭和 57年４月から 58年５月まで 

申立期間①及び②については、国民年金と共済組合との切替手続の際の未

加入期間となっているが、年金事務所から国民年金保険料を還付した旨の説

明を受けたため、納得できないので調査してほしい。 

また、申立期間③については、Ａ町（現在は、Ｂ町）役場の窓口で国民年

金保険料を納付したと記憶しているので、未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間について、申立人が未納と認

識している昭和 56年 10月から 57年３月までの６か月を除き、国民年金保

険料の未納が無いことから、申立人の保険料に対する納付意識は高かったも

のと認められる。 

２ 申立期間①について、申立人は、昭和 48 年度の国民年金保険料を前納し

たことを示す印紙検認印が押された国民年金手帳を所持しているところ、申

立人の特殊台帳（マイクロフィルム）により、同年度の保険料のうち、昭和

49 年２月及び同年３月の保険料について、還付処理が行われたことが確認

できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立期間①は、被用者年金に加

入していない期間であることから、本来、国民年金の強制加入対象期間であ

り、納付された国民年金保険料を還付した合理的な理由は見当たらないこと



から、保険料の納付済期間とすることが妥当である。 

３ 申立期間③について、当時のＡ町役場の窓口では、現年度の国民年金保険

料のみ納付することが可能であり、過年度保険料は納付することができなか

ったところ、申立人は、「Ａ町役場の窓口で納付できる期間について、現金

で納付した。同役場の窓口で納付できない期間については、社会保険事務所

に行くように説明を受けたが、社会保険事務所には行かなかったので、昭和

56年 10月から 57年３月までの期間については納付していない。」と具体的

に述べているところ、申立期間を除く申立人の国民年金保険料納付記録にお

いて、当該期間のほかに未納は無いことから、申立人の供述に信ぴょう性が

うかがえる。 

また、申立人がＡ町役場の窓口で納付したとする国民年金保険料額は、昭

和 57 年度（昭和 57 年４月～58 年３月まで）の保険料額におおむね一致す

る。 

一方、申立人は、昭和 58 年４月及び同年５月の国民年金保険料の納付に

ついて具体的に記憶していない上、申立期間③前後の保険料納付日が確認で

きる期間について、申立人は、３か月、半年又は一年分の保険料をまとめて

納付しており、国民年金から被用者年金に切替手続を行った都度、被用者年

金に加入した月以後の保険料について還付を受けているが、同様に被用者年

金に加入した同年６月について保険料が還付された状況がみられないこと

などから判断すると、申立人が納付したとする保険料は、申立期間③のうち

57年４月から 58年３月までの一年分の保険料であったと考えるのが妥当で

ある。 

４ 申立期間②について、申立人は、昭和 55年３月 16日付けで共済組合の組

合員資格を喪失しているところ、申立人が所持する国民年金手帳により、申

立人は、Ａ町役場において同年４月１日付けで国民年金の再加入手続を行っ

たものと推認できることから、申立期間②は国民年金に未加入であり、国民

年金保険料を納付することができず、ほかに当該期間の保険料を納付したこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

なお、申立人は、申立期間②の国民年金保険料について還付した旨の説明

を受けたとしているところ、オンライン記録及び申立人の特殊台帳によると、

申立人は昭和 55 年５月に厚生年金保険被保険者資格を取得したことにより、

同年同月及び同年６月の国民年金保険料を同年９月に還付されていること

が確認できることから、申立人が説明を受けたのは、当該期間の保険料につ

いての還付であると考えられる。 

５ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 49年２月及び 57 年４月から 58年３月までの国民年金保険料を納付し

ていたものと認められる。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4331 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者

資格取得日に係る記録を昭和 36年 10月 16 日に訂正し、申立期間①の標準報

酬月額を１万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36年 10月 16日から 37年１月１日まで 

② 昭和 60年８月 25日から同年 10月１日まで 

申立期間①は、Ａ社に昭和 36年 10月 16日に正社員として入社したが、

年金記録によると、厚生年金保険の被保険者資格取得日が 37 年１月１日に

なっている。 

申立期間②は、Ｂ社の従業員として、同社の取引先であり、同社の事業主

の友人が経営するＣ社に出向していたが、申立期間②頃に同社に移籍してい

る。両社に継続して勤務していたにもかかわらず、申立期間②の厚生年金保

険の加入記録が無い。 

申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ社の入社日について、「昭和 36年 10

月 16 日に入社した。私が入社した少し後に同僚が入社している。」と供述

しているところ、申立人が名前を挙げた同僚は、「私は、昭和 36年 10月の

末頃に入社している。申立人は、私よりも１週間から２週間前に入社したと

記憶している。」と具体的に供述しており、他の複数の同僚も、同様の供述

をしていることから判断すると、申立人は、申立期間①について、同社に継

続して勤務していたことが認められる。 



 

また、上記申立人が名前を挙げた同僚は、「入社当初から厚生年金保険料

が控除されていた。」と供述している上、申立期間①当時に経理事務を担当

していた同僚も、「申立人は、昭和 36年 10月頃に入社しており、入社当初

から厚生年金保険料を控除した。」と供述している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和

37 年１月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 2,000 円とすること

が妥当である。 

一方、事業所名簿及びオンライン記録によれば、Ａ社は、昭和 37 年１月

１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しており、申立期間①において適用

事業所としての記録は無いが、商業・法人登記簿謄本によると、同社は、申

立期間①において法人格を有していることが確認でき、また、雇用保険の被

保険者記録及び複数の同僚の供述から判断すると、申立期間①当時、同社は、

常時５人以上の従業員が勤務していたことが認められることから、当時の厚

生年金保険法で定める適用事業所の要件を満たしていたものと認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

商業・法人登記簿謄本により、既に解散していることが確認できる上、申立

期間①当時の同謄本が廃棄されており、当時の事業主が確認できないことか

ら不明であるが、申立期間①において、同社は、適用事業所の要件を満たし

ていながら、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められる

ことから、社会保険事務所は申立人に係る昭和 36年 10月から同年 12月ま

での厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期

間①に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間②について、Ｂ社及びＣ社における複数の同僚の供述から判断す

ると、Ｂ社からＣ社に移籍した日は特定できないものの、申立人が申立期間

②において、両社に継続して勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、商業・法人登記簿謄本によると、Ｂ社は既に解散している

ことが確認できるとともに、複数の同僚の供述から判断すると、Ｃ社は既に

事業を休止していると考えられる上、両社の当時の事業主は、いずれも既に

死亡していることから、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険の適用及び

同保険料の控除について確認できない。 

また、申立人は、自身と同様にＢ社及びＣ社に継続して勤務していた同僚

の名前を挙げているが、オンライン記録によると、当該同僚は、申立人と同

様、昭和 60年８月 25日にＢ社における厚生年金保険の被保険者資格を喪失

し、同年 10 月１日にＣ社において同資格を取得していることが確認でき、



 

申立期間②における同保険の被保険者記録が無い。 

さらに、事業所名簿及びＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票

（以下「被保険者原票」という。）によると、同社は、申立期間②中の昭和

60年９月 21日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、当時、同社

において同保険の被保険者となっていた同僚 11人のうち、事業主を除く 10

人全員が、申立人と同時期に被保険者資格を喪失していることが確認できる

上、当該同僚 10 人のうち生存及び所在が確認できた６人に照会し、全員か

ら回答が得られたところ、このうち３人は、「Ｂ社が事実上倒産し、健康保

険及び厚生年金保険に加入できなくなったため、健康保険を任意継続する手

続及び国民年金の加入手続を行った。」と具体的に供述しているとともに、

同原票において、申立人及び複数の同僚が健康保険を任意継続していること

が確認できる。 

加えて、事業所名簿及びオンライン記録によると、Ｃ社は、昭和 60年 10

月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しており、申立期間②当時は適用

事業所でなかったことが確認できる上、同社に係る被保険者原票により、申

立人と同様に、同社が厚生年金保険の適用事業所に該当した日に同保険の被

保険者資格を取得していることが確認できる同僚７人のうち、生存及び所在

が確認できた３人に照会し、全員から回答が得られたところ、一人は、「Ｃ

社の給与及び社会保険に関する事務を担当していた。同社が厚生年金保険の

適用事業所になるための手続も私が行っており、適用事業所になる前の期間

については、厚生年金保険料を控除していない。」と供述し、他の同僚二人

も、「厚生年金保険の適用事業所になる前の期間は、厚生年金保険料を控除

されていない。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を各

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4332 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、平成５年 10 月か

ら６年７月までは 30 万円、同年８月は 28 万円、同年９月は 30 万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年 10月１日から６年 10月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務している期間のうち、申立期間の標準報酬月

額が給与明細書の支給額よりも低額になっている。 

申立期間に係る給与明細書を提出するので、標準報酬月額を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標

準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人から提出された給与

明細書において確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額から、平成５年

10月から６年７月までは 30万円、同年８月は 28万円、同年９月は 30万円に

訂正することが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、「申立てどおりの届出を行った。」と回答しているも

のの、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明ら



 

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4333 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格取得日を昭和 61年９月５日、同資格喪失日を 62年４月 22日とし、申立期

間の標準報酬月額を 24万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61年９月５日から 62年４月 22日まで 

申立期間は、Ａ社に営業員として勤務していたが、厚生年金保険の加入記

録が確認できない。 

申立期間について、雇用保険の被保険者記録があるので、厚生年金保険の

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述により、申立人は、申立期間

においてＡ社に勤務していたことが認められる。 

また、事業主は、「当時の人事記録等の関係書類については、既に廃棄処分

しており正確な回答はできないが、当社は全て正社員で月給者であり、厚生年

金保険料が控除されていないということは考えられない。また、雇用保険のみ

に加入させるということはなく、必ず厚生年金保険等と一体で加入させていた

はずである。」と回答している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原

票」という。）により、申立期間当時、同社において厚生年金保険の加入記録

が確認でき、かつ、生存及び所在が確認できた同僚５人（申立人が名前を挙げ

た同僚一人を含む。）について、雇用保険及び厚生年金保険の被保険者記録を

確認したところ、いずれの者も雇用保険に加入している期間は、厚生年金保険

に加入しており、上述の事業主の回答と一致する。 



 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の雇用保険受給資格者証

に記載されている離職時賃金日額から、24万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、当該事業所は当時の関係書類が無いため不明であると回答して

いるが、当該事業所に係る申立期間の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者

名簿の整理番号に欠番が無いことから、申立人に係る社会保険事務所(当時)

の記録が失われたことは考えられない上、仮に、事業主から申立人に係る厚生

年金保険被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者資格喪

失届も提出されているはずであり、いずれの機会においても社会保険事務所が

当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所

へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る昭和61年９月から62年３月までの厚生年金保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

北海道国民年金 事案 2249 

 

第１  委員会の結論 

申立人の昭和 60年７月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年７月から 61年３月まで 

私は、昭和 51 年５月に国民年金に加入し、国民年金保険料を納付してい

たが、60 年７月に国民年金の資格喪失手続を行った記憶が無いにもかかわ

らず、申立期間が未加入になっており、保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 51 年５月に国民年金に加入し、申立期間について、国民年

金保険料を納付したとしているが、申立人が所持する年金手帳の「国民年金の

記録（１）」欄には、「被保険者でなくなった日」が「昭和 60年７月 19日」

と記載されており、これはＡ市が保管する申立人に係る国民年金被保険者名簿

及びオンライン記録の資格喪失日とも一致していることから、申立期間は、国

民年金の未加入期間であり、国民年金保険料を納付することができない期間で

ある。 

また、上記被保険者名簿及び申立人の夫名義のＢ銀行Ｃ支店預金口座の「普

通預金口座別残高表」により、申立人は、申立期間直前の国民年金保険料を当

該口座から口座振替により納付していることが確認できるが、申立期間の保険

料については納付したことが確認できない。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料をＤ郵便局で納付したとして

いるが、Ａ市が郵便局による保険料の収納業務を開始したのは、平成５年４月

であることから、申立人の主張と一致しない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



                      

  

北海道国民年金 事案 2250 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 40年６月までの期間及び 42年４月の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 40年６月まで 

② 昭和 42年４月 

昭和 36 年４月当時、自営業であったため、私の夫が、Ａ市役所で、夫婦

二人分の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付を行った。 

私の夫が所持していた国民年金手帳の昭和 36 年度の検認印紙台紙が、切

り取り部分に割印を押されて切り取られていることから、夫は最初、１年分

の保険料を納付し、その後は納付書で３か月か半年ごとに納付していたはず

である。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が申立人の年金記録の訂正を求めて行っ

たものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻は、申立人が昭和 36 年４月頃に、Ａ市役所で夫婦二人分の国民

年金の加入手続を行ったとしているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は、

申立人が所持していた国民年金手帳の発行日に37年６月15日と記載されてい

ること及び同手帳記号番号の前後の被保険者加入状況調査等により、37 年６

月頃に払い出されたものと推認できる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点で、昭和 36 年度

分の国民年金保険料は過年度納付が可能であったものの、申立人の妻は、申立

人が最初の１年分の保険料をＡ市役所の窓口で納付したとしており、同市では、

過年度保険料の収納事務は、市役所で行っていなかったとしていることから、

申立人が当該年度の保険料を過年度納付したものとは考え難い。 

さらに、申立人の国民年金手帳を確認したところ、昭和 36 年度の印紙検認



                      

  

記録欄に検認印が無く、印紙検認台紙の間に割印が押され、印紙検認台紙が切

り取られているが、これは、同手帳記号番号が払い出された時点で、既に印紙

による納付ができないため、切り取られたものと推測され、保険料の納付があ

ったことを示すものではない。 

加えて、申立人の妻は、申立人が最初に１年分の国民年金保険料を納付し、

その後は、納付書で納付したと主張しているが、申立期間当時のＡ市における

保険料の収納方法は、国民年金手帳に印紙を貼付し検認する印紙検認方式であ

り、同市が納付書による保険料の収納業務を開始したのは、昭和 48 年４月で

ある上、申立人の同手帳の昭和 36年度から 40年度の印紙検認記録欄には、納

付したことを示す検認印が無いことから、申立人が当該期間の国民年金保険料

を納付したものとは考え難い。 

その上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



                      

  

北海道国民年金 事案 2251 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 39 年２月までの期間、40 年２月から同年６月

までの期間及び 42 年４月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 39年２月まで 

② 昭和 40年２月から同年６月まで 

③ 昭和 42年４月 

昭和 36 年４月当時、自営業であったため、私の夫が、Ａ市役所で、夫婦

二人分の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付を行った。 

私の夫が所持していた国民年金手帳の昭和 36 年度の検認印紙台紙が、切

り取り部分に割印を押されて切り取られていることから、夫は最初、１年分

の保険料を納付し、その後は納付書で３か月か半年ごとに納付していたはず

である。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の夫が昭和 36 年４月頃に、Ａ市役所で夫婦二人分の国民

年金の加入手続を行ったとしているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は、

申立人の夫と連番で払い出されているものの、申立人の夫が所持していた国民

年金手帳に、発行日が 37年６月 15日と記載されていること及び同手帳記号番

号の前後の被保険者加入状況調査等により、37 年６月頃に払い出されたもの

と推認できる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点で、昭和 36 年度

分の国民年金保険料は過年度納付が可能であったものの、申立人は、申立人の

夫が、最初の１年分の保険料をＡ市役所の窓口で納付したとしており、同市で

は、過年度保険料の収納事務は、市役所で行っていなかったとしていることか

ら、申立人の夫が当該年度の保険料を過年度納付したものとは考え難い。 



                      

  

さらに、申立人は、申立人の夫が最初に１年分を納付し、その後は、納付書

で納付したと主張しているが、申立期間当時のＡ市における保険料の収納方法

は、国民年金手帳に印紙を貼付し検認する印紙検認方式であり、同市が納付書

による保険料の収納業務を開始したのは昭和 48 年４月である上、申立人の夫

の同手帳の昭和 36年度から 40年度の印紙検認記録欄には、納付したことを示

す検認印が無いことから、申立人についても当該期間の国民年金保険料を納付

したものとは考え難い。 

加えて、申立人の夫が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



                      

  

北海道国民年金 事案 2252 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年９月、同年 10月及び同年 12月から９年 11月までの期間

の国民年金付加保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成元年９月及び同年 10月 

② 平成元年 12月から９年 11月まで 

私は、平成元年９月頃、Ａ町役場で国民年金の再加入手続を行い、同時に

付加年金に加入する手続も行った。 

申立期間の国民年金保険料は納付書で納付していたが、保険料額に付加保

険料が含まれているものと思っていた 

申立期間の国民年金付加保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成元年９月頃、国民年金の再加入手続を行った際、同時に付加

年金に加入する手続も行ったとしているが、ⅰ）オンライン記録及びＡ町の国

民年金被保険者名簿において、申立人が付加年金に加入した形跡は見当たらな

いこと、ⅱ）Ａ町の同名簿により、申立期間①及び②について、申立人が納付

した国民年金保険料額は定額保険料のみの金額であり、当該保険料額に付加保

険料が含まれていないことが確認できることから、申立人は、申立期間につい

て付加年金に未加入であり、付加保険料を納付することはできなかったものと

考えられる。 

また、申立期間当時、申立人の国民年金保険料を収納していたＡ町が、合計

98 か月もの長期間にわたり申立人の納付記録を誤って記録していたとは考え

難い上、申立人が申立期間の国民年金付加保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の付加保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金付加保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4334 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち、平成 13年４月１日から 22年１月１日までの

期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

また、申立期間①のうち平成 22 年１月１日から同年５月１日までの期間、

及び申立期間②については、当該期間の標準報酬月額の決定又は改定の基礎と

なる 21年７月から 22 年３月までの期間及び同年５月から 23年７月までの期

間において、申立人は、その主張する報酬月額が事業主により支払われていな

いことから、標準報酬月額に係る記録の訂正を行う必要は認められない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 平成 13年４月１日から 22年５月１日まで 

② 平成 22年５月１日から 23年９月１日まで 

申立期間①及び②は、Ａ社Ｂ本部及びＡ社にそれぞれ事務員として勤務し

ていた。 

当時の給与支給明細書で確認できる給与額よりも標準報酬月額が低額に

なっているので、申立期間①及び②について、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②に係る年金記録の訂正を求めているが、あっせ

んの根拠となる法律の適用については、特例的に、厚生年金保険の保険料徴収

権が時効により消滅した期間のうち、申立日において保険料徴収権が時効によ

り消滅していた期間については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）を、その他の期間に

ついては、厚生年金保険法を適用する、という厚生労働省の見解が示されたこ

とを踏まえて、当委員会では、上記各期間において、その期間に適用される法

律に基づき記録訂正が認められるかを判断することとしている。 

申立期間①のうち、平成 13年４月１日から 22年１月１日までの期間につい

ては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間である



 

から、厚生年金特例法を、申立期間①のうち同年１月１日から同年５月１日ま

での期間及び申立期間②については、本件申立日において保険料徴収権が時効

により消滅していない期間であるから、厚生年金保険法を適用する。 

申立期間①のうち、平成 13年４月１日から 22年１月１日までの期間につい

て、申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているところ、厚生年金

特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保

険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であ

ることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

したがって、当該期間について、申立人が所持する給与支給明細書において

確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録における標準報

酬月額よりも高額である期間が確認できるものの、事業主が源泉控除していた

と認められる厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録にお

ける標準報酬月額と一致していることから、厚生年金特例法による保険給付の

対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

また、申立期間①のうち平成 22 年１月１日から同年５月１日までの期間及

び申立期間②については、申立人が所持する給与支給明細書によると、申立人

は、当該期間の標準報酬月額の決定又は改定の基礎となる 21 年７月から 22

年３月まで及び同年５月から 23 年７月までの期間において、その主張する報

酬月額が事業主により支払われていないことから、標準報酬月額に係る記録の

訂正を行う必要は認められない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4335 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 44年３月１日から 46年１月まで 

② 昭和 48年７月から 55年２月まで 

申立期間①は、昭和 43年５月から 46年１月までＡ社に勤務したが、年金

記録によると、厚生年金保険の被保険者資格喪失日が 44 年３月１日になっ

ている。 

申立期間②は、Ｂ社に勤務したが、厚生年金保険の加入記録が無い。 

厚生年金保険料が給与から控除されていたことを確認できる給与明細書

等は無いが、申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「Ａ社には、厚生年金保険の被保険者資

格喪失日である昭和 44年３月１日より後の 46年１月まで勤務した。」と主

張している。 

しかしながら、事業所名簿及びオンライン記録によると、Ａ社は、昭和

47年３月 30日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、商業・法人

登記簿謄本により、54年 12月２日に解散していることが確認できる上、当

時の事業主は既に死亡していることから、申立人の申立期間①に係る勤務実

態及び厚生年金保険の適用状況について確認できない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原

票」という。）により、申立期間①において、厚生年金保険の被保険者記録

が確認できる７人のうち、生存及び所在が確認できた二人（申立人が名前を

挙げた同僚一人を含む。）は、いずれも「申立人と一緒に勤務したが、申立

人が退職した時期までは覚えていない。」と供述しており、申立人の申立て



 

の事実を裏付ける供述は得られなかった。 

さらに、申立人は、Ａ社を退職した時期について、「Ａ社を退職した後、

昭和 46 年の春にＣ市内に転居している。」と供述しているが、住民票によ

り、申立人は、申立期間①中の昭和 45年 10 月 20日にＣ市民になっている

ことが確認できる。 

加えて、雇用保険の被保険者記録によると、申立人のＡ社における離職日

は、厚生年金保険の被保険者資格喪失日と符合する昭和 44年２月 28日であ

ることが確認できる。 

２ 申立期間②について、申立人は、「昭和 48年７月から 55年２月までＢ社

に正社員として勤務し、同社又は同社の役員が所有する施設の管理、及び同

社の事業主が使用する営業車を運転する業務に従事していた。」と主張して

いる。 

しかしながら、事業所名簿及びオンライン記録によると、Ｂ社は、昭和

51 年１月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、商業・法人

登記簿謄本により、既に解散していることが確認できる上、当時の事業主か

ら協力が得られないことから、申立人の申立期間②に係る勤務実態及び厚生

年金保険の適用状況について確認できない。 

また、申立人が、申立期間②当時の上司として名前を挙げた二人に照会し

たものの、両人から協力が得られない上、Ｂ社に係る被保険者原票により、

申立期間②当時、厚生年金保険の加入記録が確認でき、かつ、生存及び所在

が確認できた３人に照会し、二人から回答が得られたところ、このうち一人

は、「雇用契約書の作成のほか、社会保険に関する各種届出書類の作成及び

提出を担当していたが、申立人の名前に記憶が無い。また、Ｂ社は売買業務

のみを行っており、施設の経営は行っていない上、同社は昭和 50 年の年末

頃に事実上倒産し、従業員の給与も支払えなくなっているため、申立人がそ

の後の 55 年頃まで勤務していたのであれば、同社の従業員だったとは考え

難い。」と供述し、他の一人は、「経理事務に従事していたが、申立人を記

憶していない。Ｂ社は、施設の経営は行っていなかった。同社が利用してい

た施設の管理は他の事業所が行っていたが、事業所名までは分からない。」

と供述しており、申立人の申立ての事実を裏付ける供述は得られなかった。 

さらに、事業所名簿及びオンライン記録によると、Ｂ社が厚生年金保険の

適用事業所に該当していたのは、昭和 49年９月１日から 51年１月１日まで

の期間であり、申立期間②のうち、48年７月から 49年９月１日までの期間

及び 51年１月１日から 55年２月までの期間は、同保険の適用事業所でなか

ったことが確認できる上、同社に係る被保険者原票を確認したものの、申立

人の名前は無く、一方、同原票において健康保険の整理番号に欠番が無いこ

とから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

３ このほか、申立人の申立期間①及び②に係る申立内容について確認できる



 

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を各

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4336 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年１月１日から 51年９月１日まで 

Ａ社の給与明細書で確認できる給与月額と年金事務所で記録されている

標準報酬月額が相違する期間があるので、調べてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標

準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立期間のうち、昭和 46年６月から同年９月までの期間、47年４月から同

年９月までの期間、48 年５月から 49 年７月までの期間、同年９月から 50 年

９月までの期間及び 51 年５月から同年８月までの期間について、申立人が保

管する給与明細書において確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額は、オン

ライン記録における標準報酬月額より高額であるものの、事業主が源泉控除し

ていたと認められる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライ

ン記録における標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

また、申立期間のうち、昭和 46 年１月から同年５月までの期間、同年 10

月から 47年３月までの期間、同年 10月から 48年４月までの期間、49年８月、

及び 50年 10月から 51年４月までの期間について、上記明細書において確認

できる報酬月額及び事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

控除額のそれぞれに見合う標準報酬月額は、オンライン記録における標準報酬

月額より低額又は同額であることが確認できる。 



 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4337 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂正を

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14年１月１日から 15年 12月 31日まで 

年金事務所の記録によると、Ａ社の代表取締役であった期間のうち、申立

期間の厚生年金保険の標準報酬月額が遡って９万 8,000 円に引き下げられ

ている。 

遡及訂正される前の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人が代表取締役を務めていたＡ社は、平成

15 年 12 月 31 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっていることが

確認できるところ、その後の 16年２月 27日付けで、申立人の申立期間に係る

標準報酬月額の記録が、14年１月から同年６月までの期間については 20万円

から９万 8,000円に、同年７月から 15年８月までの期間については 36万円か

ら９万 8,000円に、同年９月から同年 11月までの期間については 15万円から

９万 8,000円に遡って減額訂正されていることが確認できる。 

しかしながら、ⅰ）申立人は、申立期間においてＡ社の代表取締役であった

こと、ⅱ）申立人は、「平成 12年頃から社会保険料を滞納しており、私が社会

保険事務所（当時）と相談の上滞納額を分割納付していたが、当社が厚生年金

保険の適用事業所でなくなった時点でも相当の滞納額が残っていた。」と供述

していること、ⅲ）厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった時点の厚生

年金保険の被保険者４人のうち申立人のみ標準報酬月額の遡及訂正がされて

おり、申立人は、「社会保険の届出及び法人印の管理は自分が行っていた。」と

供述していることを踏まえると、申立期間に係る標準報酬月額の訂正に係る届

出について、申立人が直接的に関与し、又は知り得る立場にあったものと推認

でき、当該行為について責任を負うべき立場にあるものと考えられる。 



 

これらの事情を総合的に判断すると、当該事業所の代表取締役である申立人

が、自らの標準報酬月額の減額処理に関与しながら、当該減額処理が有効なも

のではないと主張することは信義則上許されず、申立人の申立期間における厚

生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4338（事案 3032及び 4070の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年９月１日から 49年７月１日まで 

② 昭和 50年４月１日から 55年１月 30日まで 

申立期間①については、Ａ社Ｂ支店Ｃ営業所に勤務し、申立期間②につい

ては、Ｄ社（平仮名）に勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が確認で

きないことから、年金記録訂正の申立てを２回にわたって第三者委員会に行

ったが、いずれも認められないとの通知をもらった。 

その後、申立期間②の事業所に一緒に勤務していた当時の同僚３人の名前

を思い出したので再度申立てをする。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人の従事業務に関する具体的な供述内容及び同

僚の供述から判断すると、申立人が、Ａ社Ｂ支店Ｃ営業所で勤務していた状

況がうかがわれるものの、ⅰ）同社本社は、「当社では、社員は全員、採用

と同時に厚生年金保険に加入させており、申立期間当時の健康保険厚生年金

保険被保険者資格取得届及び同喪失届を保管している。申立人に係るこれら

の届出書を確認したが、見当たらないことから、申立人が当社の社員として

勤務していたとは考え難い。申立人が修業目的で当社に勤務したのであれば、

当社の営業担当者と申立人の兄との間で個別に就労条件を取り決めた上で

の勤務であった可能性がある。」と回答していること、ⅱ）申立人が名前を

挙げた同僚３人のうち２人は既に死亡している上、残りの一人は、「申立人

とは一緒に勤務したが、短い期間であり、その時期は覚えていない。また、

申立人の厚生年金保険の取扱いについては分からない。」と供述しているこ

と、ⅲ）雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、当該事業所に係る雇

用保険の加入記録が無い上、申立期間①の一部において、申立事業所とは異



 

なる事業所で雇用保険に加入していること、ⅳ）当該事業所の健康保険厚生

年金保険被保険者名簿には、申立期間①において申立人の名前は記載されて

おらず、一方、同名簿において健康保険の整理番号に欠番が無いことから、

申立人の記録が欠落したものとは考え難いこと等を理由として、既に当委員

会の決定に基づく平成22年12月３日付けで年金記録の訂正は必要でないと

する通知が行われている。 

また、前回の再申立てについては、ⅰ）申立人は申立期間①において当該

事業所に勤務していたこと等を証言してくれる者として友人の名前を挙げ、

当該友人に確認してほしいと主張していることから、当該友人に照会したと

ころ、「私は申立人がＡ社に短期間勤めていたことは覚えているが、申立人

の正確な勤務期間や厚生年金保険の適用状況等については分からない。」と

供述していること、ⅱ）申立人は、申立人の兄が経営していたＥ社に勤務し

ていた時にその兄からＦ県で勉強してくるように言われ、Ａ社に入社したと

主張しているところ、その兄は既に死亡しており、供述を得ることができな

いことから、同社において、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる申立

人の姉に照会したところ、同人は、「私がＥ社に勤務していた時に申立人も

同社に勤務していたこと、申立人が兄の指示で器材の商品知識を習得するた

めに、Ｇ社という器材製造販売会社に１年間ぐらい修行に行ったことは覚え

ている。しかし、申立人が同社での修行後、Ａ社に勤務していたか、同社に

研修に行ったかまでは記憶が無い。」と供述していること等を理由として、

既に当委員会の決定に基づく平成23年８月26日付けで年金記録の訂正は必

要でないとする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、申立期間①における自身の源泉徴収

の記録を調査してほしいと主張しているものの、税務署における源泉徴収票

の保存期限は、既に経過しているため当該記録を確認することができない。 

なお、申立人は、申立期間①について、これまで昭和 47 年９月１日から

49年６月１日までの期間としていたものを、47年９月１日から 49年７月１

日までの期間に変更して申し立てているが、Ａ社に勤務していた期間につい

ての記憶が明確でない上、それを裏付ける資料や供述を得ることができない。 

２ 申立期間②について、ⅰ）Ｄ社（漢字）が所在していたとする住所地を管

轄する法務局に照会したところ、同名の事業所が３事業所確認できたが、商

業・法人登記簿謄本によると、いずれの事業所も、申立人が記憶する所在地

及び代表取締役とは異なっている上、３事業所のうち、申立事業所と事業内

容が合致していた１事業所の元取締役からは、「当社は、Ｈ市で営業してい

たことは無く、ホテルや飲食店に器材を卸す事業を行っていなかった。」と

の回答があったこと、ⅱ）オンライン記録によると、管轄社会保険事務所（当

時）に同社と同一名称の厚生年金保険の適用事業所が３事業所確認できるが、

いずれの事業所も、申立人が記憶している所在地及び事業主名と符合しない



 

こと、ⅲ）申立人は同僚５人の名前を挙げているが、このうち４人は本人が

特定できず、残り一人は連絡先が不明であることから、申立人の勤務実態及

び厚生年金保険の適用状況について供述を得ることができなかったこと、

ⅳ）雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、同社に係る雇用保険の加

入記録が無いこと等を理由として、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年

12月３日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

また、前回の再申立てについては、ⅰ）申立人は申立期間②において当該

事業所に勤務していたこと等を証言してくれる者として、前記１で挙げた友

人の名前を挙げているところ、当該友人は当初の申立て時において照会を行

った者であったが、再度、照会したところ、「私はＤ社という会社名を聞い

たことも無く、申立人が同社に勤務していたという記憶も無い。」と供述し

ていること、ⅱ）申立人は当該事業所に入社した経緯は、大学卒業後に勤務

した事業所の当時の同僚から紹介されて入社したと主張しているものの、当

該同僚は所在が不明であることから、供述を得ることができないこと、ⅲ）

申立人は、「当該事業所は、ホテル及び会館と取引があった。」と述べている

ことから、両事業所に照会したところ、いずれの事業所も「Ｄ社という器材

販売会社を聞いたことが無い上、取引実績も無いので、同社については分か

らない。」と回答していること等を理由として、既に当委員会の決定に基づ

く平成23年８月26日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行わ

れている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、申立期間②の事業所名を「Ｄ社（漢

字）」でなく、「Ｄ社（平仮名）」であったと主張していることから、改めて、

申立人が記憶する同社の住所地を管轄する法務局に照会したものの、同名の

事業所は該当が無い上、適用事業所検索システムにより、申立期間②当時、

Ｆ県において、Ｄ社（漢字）及びＤ社（カタカナ）と同一名称である厚生年

金保険の適用事業所は８つ確認できたものの、いずれの事業所も申立人が記

憶している所在地及び事業主名とは異なっていることが確認できる。 

また、申立期間②について、申立人は、新たに同僚３人の名前を挙げてい

るものの、当該同僚の姓のみしか記憶していないため、本人が特定できない

ことから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について供述を得る

ことができない。 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、今

回の申立人の主張については、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事

情とは認められず、そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事

情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立

期間に係る厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4339 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年４月 21日から 21年５月１日まで 

申立期間は、Ａ社で嘱託職員として勤務していたが、当時の報酬月額に比

べ、年金記録の標準報酬月額が低額となっている。 

申立期間について、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているところ、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月

額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立期間のうち平成９年４月から 11年 12月までの期間について、事業主か

ら提出された源泉徴収票によると、申立人は当該期間において、オンライン記

録により確認できる標準報酬月額を超える報酬月額の支払を受けていたこと

は確認できるものの、当該源泉徴収票において推認できる厚生年金保険料控除

額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額とほぼ一致してい

ることが確認できる。 

また、事業主から提出された申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者標

準報酬改定通知書及び同決定通知書により確認できる標準報酬月額は、オンラ

イン記録と一致している上、Ｂ厚生年金基金から提出された申立人に係る「加

入員適用記録」により確認できる標準報酬月額についても、オンライン記録の

標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

さらに、申立期間のうち平成 12年１月から 21年４月までの期間について、



 

申立人から提出された給与明細書及び事業主から提出された賃金台帳におい

て確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録により確認で

きる標準報酬月額よりも高額である期間が確認できるものの、事業主が源泉控

除していたと認められる厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額は、オンライ

ン記録の標準報酬月額と一致している。 

加えて、当該事業所に係るオンライン記録において、申立人の申立期間に係

る標準報酬月額が遡って訂正されている等、不自然な事務処理が行われた形跡

は見当たらない。 

このほか、申立期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4340 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 57年 10月１日から 59年 10月１日まで 

② 昭和 60年 10月１日から 62年 10月１日まで  

③ 昭和 62年 10月１日から平成元年 10月１日まで 

④ 平成２年 10月１日から４年 10月１日まで 

⑤ 平成４年 10月１日から９年 12月 16日まで 

申立期間①から⑤まではＡ社Ｂ営業所で勤務したが、年金記録を確認した

ところ、毎年、定期昇給及びベースアップがあったにもかかわらず、各申立

期間の標準報酬月額は増額していない。また、申立期間⑤のうち平成６年４

月１日には標準報酬月額が大幅に減額されている。 

申立期間①から⑤までについて、給与に見合った標準報酬月額に訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間①から⑤までの標準報酬月額の相違について申し立て

ているが、Ａ社は、「当時の賃金台帳等の資料は保存年限の経過により保管

されていない。」と回答しており、申立人の申立期間①から⑤までに係る報

酬月額及び厚生年金保険料控除額について確認することができない。 

２ 申立期間①、②、③、④及び申立期間⑤のうち平成４年 10 月１日から６

年４月１日までの期間について、Ａ社では、「当時、定期昇給及びベースア

ップにより毎年給与支給額は増額していたと推定されるが、具体的に確認で

きる資料は無く、毎年標準報酬月額が改定されるほどの増額であったかどう

かは不明である。当社の規定によると、定期昇給とは、能力給、職能給及び

本人給の増額であり、本人給については、満 47 歳以上の者については同額

となっている。」と回答している。 



 

また、オンライン記録により、申立人が名前を挙げた同僚４人、及び申立

人がＡ社において厚生年金保険被保険者資格を取得した前後の期間に、同保

険の被保険者資格を取得していることが確認できる同僚49人の計53人につ

いて、当該期間に係る標準報酬月額を確認したところ、ほぼ全員が、申立人

と同様に、一度改定された標準報酬月額は２年間改定されることなく同額で

推移しており、申立人の標準報酬月額の記録のみが不自然な記録となってい

るような事情はうかがえない。 

さらに、前述の 53人のうち、生存及び所在が確認できた同僚 24人に照会

し、19 人から回答を得られたところ、そのうち 15 人は、「定期昇給及びベ

ースアップは毎年あったと思うが、その金額については分からない。また、

会社からは、厚生年金保険料を適正に控除されていたと思う。」と供述して

いる上、19 人のうち３人から提出された賃金明細書を確認したところ、同

明細書に記載されている厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、い

ずれもオンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

３ 申立期間⑤のうち平成６年４月１日から９年12月16日までの期間につい

て、Ａ社は、「当社の規定によると、満 55歳に達した者については、定期昇

給の対象外となっている。また、昭和 61 年７月から実施した定年延長に伴

い、賃金の取扱いについては、満 56歳の統一退職日（満 56歳到達後の６月

15日又は 12月 15日）の翌月から基本給(能力給、職能給及び本人給の合計

額)の調整が行われ、申立人の場合は、満 56 歳到達後の平成５年 12 月 15

日現在の基本給に基づき、６年１月から賃金が減額されたことにより、同年

４月に随時改定が行われ標準報酬月額が低くなったと考えられる。」と回答

している。 

また、上記２で回答を得られた同僚 19人のうち 12人は、「満 56歳に到達

すると、定年延長制度に伴い賃金が調整され、以前より低い賃金となった。」

と供述しており、そのうち一人から提出された、満 56 歳到達時の「賃金決

定通知書」によると、当該同僚の賃金はそれ以前の賃金と比較して減額され

ていることが確認できる。 

さらに、前述 53 人のオンライン記録によると、当該期間及びその前後の

期間において満 56歳に到達した者が 17人おり、このうち標準報酬月額が最

高等級であった者を除く９人について標準報酬月額を確認したところ、その

うち７人が、当該到達日以降に標準報酬月額が減額改定されていることが確

認できる。 

４ 申立期間①から⑤までについて、Ｂ健康保険組合から提出された平成２年

10 月以降の申立人に係る標準報酬月額の記録は、オンライン記録により確

認できる標準報酬月額と一致している上、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿における申立人の標準報酬月額の記録もオンライン記録と一

致しており、当該オンライン記録において遡及して訂正されているなどの不



 

自然な処理が行われた形跡は無い。 

このほか、申立期間①から⑤までについて、申立人の主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、全

ての申立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

 


